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2F23 国立大学法人化後の 組織間研究連携戦略のモデル 構築とその実践 
円佃 先端科学技 棚扶 学院大学 2 1 世 ぁ eCoE プロバラムにお 7 々  る 事例 

0 立願剛志，中森 義輝 ，小林俊哉 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

はじめに 本学は学内 TLO として先端科学技術研 

文理融合を標 拷 する北陸先端科学技術大 宛調査センター ( 以下調査センタ 一 ) を 設 

学院大学知識科学研究科では、 2003 年に採 直 した。 またその成果を 戦略的に活用する 

択 された 21 世紀 COE プロバラム「知識 科 ための IP オペレーションセンター ( 以下 IP 

学 に基づく科学技術の 創造と実践」にて 異 センタ一 ) を並置している。 調査センター 

なる学問分野同モ の 連携をテーマにさまざ は先端科学技術研究に 取り組む本学と 社会 

まなプロジェクト 型研究を推進している。 を 結ぶ窓ロとして、 また、 学覚共同研究の 

中でも大学の 研究環境の変化に 伴う課題解 コーディネート 機関としての 役割を果たし 

決 のための学内共同センタ 一間の連携推進 ている。 一方℡センターは 学内の研究活性 

戦略を事例とし、 連携戦略における 研究の 化と教育の向上を 目的に、 発明の創造およ 

現状及び意義について 報告する。 び 特許などの出願の 増大をはかる 支援と シ 

ステムづくりを 行っている。 また、 共同・ 

1.  背景 受託研究件数を 増大させること。 そして、 

本学は 2004 年度の国立大学法人化に 伴 本学の社会における「知的財産の 創出サイ 

い、 様々な変化を 生じた。 その中で我々は、 クル」を実現し、 社会に貢献できる「知的 

産学連携を主な 課題とした学内共同研究セ 財産の管理・ 活用」と「技術移転」の 中心 

ンタ一間の連携をはかることで 学内の資源 的機能を担 う センタ一でもあ る。 これら 2 

を 有効に活用し、 社会への貢献に 重点を置 っ のセンターは 本学での産学連携について 

く使命があ る。 そこで学内共同研究センタ 有機的な活動を 遂行する機関であ る。 

一 を有機的に連携させ、 産学連携の強化を ② 科学技術開発破格センター 

はかり社会に 必要とされる 研究システムを 前記の COE プロバラムにより 学問領域 

構築しなければならないと 考えている。 こ の壁を超えて、 「理論」と「実践」、 「文系の 

のことから学内組織の 連携活動を契機に 異 知 」と「理系の 知」、 「横断型研究」と「垂 

分野連携推進法の 研究を進めている。 直型研究」をそれぞれ 対時 ・融合させ、 新 

たな学問領域を 構築することを 目的とした 

2. 各研究センタ 一について 研究を推進する 我々の科学技術開発戦略 セ 

本学には以下のような 学内共同研究セン ンター ( 以下戦略センタ 一 ) があ る。 

ターが設置されている。 ③ ナノマテリアルテクノロジーセンタ 

① 先端科学技術研究 謂査 センター並びに 一 ・情報科学センター 

IP オペレーションセンタ 一 他に学内の複数の 研究資源を活用するた 
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めの研究センター ( ナノマテリアルテクノ 

ロジーセンター・ 情報科学センタ 一 ) があ 

る 1 。 

従来はこれら 学内機関間に 連携という考 

えは希薄であ った。 学内覚からの 個別の要 

請 に対して各機関で 個別対応をする 形に終 

婚 していたのであ る。 

法人化後、 各機関は 、 例えば調査・ IP セ 

ンターと戦略センターが 連携をとり、 広く 

社会や地域の 調査・分析そして 研究プロジ 

ェクト の企画・立案を 行 う 。 これらは大規 

模 複雑な問題に 対して学内の 研究成果を応 

用することを 目的としている。 戦略センタ 

ーを中心に地域における 大型事業や問題解 

決型 共同研究などで 連携する分野を 横断し 

た研究推進体制をとることが 目標であ る。 

このことについて 具体的なプロセスを 明示 

すると、 調査センタ一に 対し、 企業からナ 

ノテクノロジ 一に関する共同研究要請が 入 

っ たとする。 調査センターはナノテクセン 

ター へ 研究支援の要請を 出し、 共同研究を 

してもらう。 このとき戦略センターは 共同 

研究におけるナノテクセンターと 企業間の 

各種調整を行う。 これによってできた 共同 

研究成果の特許出願手続は、 共同研究先と 

IP センターが相談の うえ 実施してもら ぅ 。 

このような連携を 作るのが目標であ る。 

3. 異 分野連携モデル 

図 ． 1 に示すよ う に、 学内の研究センター 

は前述のように 学内覚からの 要請があ って 

も、 個別に対応していた。 しかし、 これで 

は個別的・断続的な 知の創出で終わって し 

まう。 我々が目指している 有機的連携モデ 

ルは学内覚からの 要請があ ると、 戦略セン 

ターが中心になって 連携の場を構築、 その 

中で知的生産・ 事業活動を進める。 このよ 

うに戦略センターと 実施組織群の 連携 と発 

展 のためのコーディネートを 実施する。 そ 

して異分野連携の「 場 」を設定し有機的連 

携の中から知的生産の 拡充と継続を 通して 

成果を上げていく 形になる。 これに ょ 9 組 

織的・継続的な 知の創出を行 う 環境を整え 

る 第一歩となし ぅ ると考えている。 

4. 学内センタ一間の 連携モデル 

先の研究センタ 一の紹介からわかる よう 

に 戦略センターと 調査センター・ IP センタ 

ーが中心となることで、 ナノテクセンタ 一 

などの高い専門性を 持った研究センターと 

の連携が重要になってくる。 異 分野連携 モ 

ヂル から学内センタ 一間の連携モデル ( 図 ． 

2 参照 ) を作ると以下のような 形になる。 

調査センター へ 産業界から連携の 要請が 

くる。 ここから例えば 事業化の可能性の 探 

索を戦略センターと 協議をしつつ、 知識 科 

学 研究 2 という立場から 戦略センタ一では 

大規模研究プロジェクトのマネジメントを 

する。 例えば、 異分野における 連携面での 

問題を解決するなどであ る。 このとき技術 

移転・産業連携支援をする 調査・ IP センタ 

一は 国が中心となって 行 う 大規模基礎研究 

についての情報を 戦略センタ一に 提供する。 

また材料科学・ 情報科学研究を 推進して 

いるナノテク・ 情報科学センターは、 調査・ 

IP センターから 産業界ではどのような 二一 

を
 

 
 
m
 

t
.
h
 

Ⅰ
 

e
n
 

m
 

細
は
 
Ⅱ
 
s
h
 
s
t
a
b
 

詳
 e
 
一
 

の
 も
 
。
 

て
 Ⅳ
 

つ
い
 

t
.
a
c
.
 

 
 

 
 

 
 

2 知識科学研究とは 本学知識科学研究科において 
行われている 研究の総称であ る。 詳しくは 
http://www.jaist.ac.jp 瓜 s/ ぬ hisildtoha.html を参照 
されたい 
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ズ があ るのか情報を 提供してもらう。 一方、 

調査・ IP センターはナノテク・ 情報科学セ 

ンターから研究の 成果として得られた 先端 

技術を社会へ 還元するために 提供する。 

戦略センターはナノテク・ 情報科学セン 

タ 一に研究課題の 支援・組織連携戦略策定 

等で貢献し、 ナノテク・情報科学センター 

からは産学連携、 学内連携を通して 異分野 

連携の方法論を 確立するための「 場 」を提 

供してもら ぅ 。 これらの連携関係から 調 

査 ・ IP センターは社会連携の ワ ンストッ 

プ・ウィンドウ ( 学内覚を繋ぐ 共通窓口 ) 

として共同研究・ 技術移転推進をし、 戦略 

センターはアカデミックコンサルティンバ、 

研究組織実態調査研究、 異分野連携戦略研 

究等の業務で 貢献しつつ学内各研究センタ 

一の連携を推進する 立場となる。 

これらの実践の 結果として、 ナノテクセ 

ンタ一ではナノ 材料の研究成果を 社会へ還 

元 するネットワークが 強化されるようにな 

り、 また情報科学センタ 一では大規模情報 

環境技術の開発・ 管理を外部委託にて 行う 

ことが今後考えられる。 

以上の連携活動から 本学における 諸研究 

0 社会との連携の 度合いを一層強化するこ 

とができる。 このことで本学がより 社会に 

開いた大学として 発展する組織になると 考 

えられる。 そのために本学に 関係するすべ 

ての人材が、 社会貢献をより 意識した研究 

を推進する為の 基盤を醸成することが 本 連 

携の目標でもあ る。 

いる。 そして「 傭 破約戦略研究 3 」という手 

法をキープードに 推進している。 これは、 

①「空間的的取手法」 

多くの知的資源を 広く捉えるための 知識 

構造化とその 可視化を行 う 手法。 

② 「未来予測の 手法」 

時間的 傭取 として従来の 歴史的 傭敵 によ 

る「傾向・原因分析」や 現在から未来を 傭 

睡 する。 

③ 「戦略研究」 

そして未来のあ るべき姿を想定し、 その 

未来から現在を 傭 恩 する「戦略研究」など 

の統合を知識科学の 新たな手法として 推進 

し、 具体的な連携推進法を 開発することを 

目的としている 4 。 以上の三点から 研究を推 

進する。 さらには 本 COE プロバラムの 課題 

であ る知識創造理論に 基づいた実践研究の 

あ り方を探求する 中で、 理論から実践、 そ 

して理論へのフィードバックという 知識別 

追手法による 実践的な研究法を 確立しつつ 

あ る。 これら特徴のあ るマネジメント 研究 

法を導入すると 同時に、 各学内組織へのイ 

ンタビュ一調査等を 通して産学連携、 学内 

連携を推進していくうえで 障害となりうる 

課題の抽出も 行って い く。 これにより産学 

連携のための 学内組織連携システムモデル 

を構築することで、 ょ 9 戦略的・有機的な 

研究組織になし ぅ ると考えている。 5 

6. 研究の現状 

現在各センターへの 聞き取り調査から 連 

5, 研究方法と意義 

次に 、 我々の研究についての 意義を述べ 

る。 我々は現在、 異分野それぞれの 立場、 

経緯、 目的を傭取的に 捉え研究を推進して 

3 新しい学術体系委員会「新しい 学術体系」日本 
学術会議 2003 年 6 月 
4 本 COE では「テクノロジーパノラママップ」「コ 

ンセプト共有涯」などを 開発中 

5 土穂剛志 2005. 5  「 ] ヒ陸 先端 大 COE におけ 

る産学連携の 新たな試み」 丁 産学連携学会第姉回 
学術大会予稿集団 
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携 は 対する意識・ 問題点などを 聞き出して 今後の実践研究に 役立てたいと 考えている。 

いる。 ここから課題を 抽出し、 学内研究 セ 今後は前記の 研究方法に則り 戦略センタ 

ンタ一間の連携モデルの 修正を行っている 一が中心となって 実践研究の中で 国立大学 

段階であ る。 法人化後の学内各研究センタ 一の有機的 連 

現時点では、 残俳ながら実践研究の 端緒 携 、 それに基づく 社会に役立っ 研究戦略の 

ほ ついたばかりであ る。 この聞き取り 調査 企画・実践を 目的に研究・ 教育・産学連携 

から 各 センタ一間の 現状と将来の 各研究 セ の 強化等を実践していく 次第であ る。 

ンタ一のあ り方を多角的な 角度から把握し、 

l 異 分野連携による 有機的研究理範三 デ ょ目 

従来の連携モデル 有機的連携モデル 
( 研究プロジェクト Oriented 型 ) ( 5 車 携体 @ 利 0 Ⅱ lented  型 ) 

  ( 個別知識の適応 ) ①連携の犠での ち 連携と発展のためのコーディネート 知的生産・事業活動 
(3 ソ 戦略立案と異分野連携「 場 」の 投定 

。 。 。 コ 
図 ． 1 異 分野連携に よ る有機的研究組織モデル 

箆     連携の拡充と 継続 

担 億曲・推挽的な 知の卸 出 

図 ・ 2 研究の社会化を 目的とした学内研究組織連携 
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